
○事業の背景と必要性

平成２４年１０月に原子力規制委員会が策定した原子力災害対策指針等

に基づき、原子力発電施設等の周辺地域住民に係る原子力防災対策を強

化する必要があります。
○事業の内容・実施項目

本事業の柱となる以下の４事業により、地方自治体（※）が行う原子力防災

対策を支援します。

（※）原子力発電所については、ＵＰＺ３０ｋｍ圏内の道府県

① 緊急時連絡網整備等事業

立地道府県等と所在市町村等を結ぶ緊急時連絡網の維持・管理、緊

急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム（ＳＰＥＥＤＩ）の維持・管理、

モニタリング情報共有システムの強化等に要する費用を支援します。

② 防災活動資機材等整備事業

放射線測定器等の防災資機材や除染テント等の医療設備、避難用バ

ス運行管理者向け資機材、スクリーニング資機材の整備などに要する費

用を支援します。

③ 緊急時対策調査・普及等事業

広域避難訓練や安定ヨウ素剤の事前配布に係る周辺住民に対する説

明会等の実施に要する費用を支援します。

④ 緊急事態応急対策等拠点施設整備事業

緊急事態応急対策等拠点施設（オフサイトセンター）に係る原災法省

令改正を踏まえ、原子力発電所近傍（施設から５kmの範囲内）の施設の

移転に要する費用を支援し、施設基盤の強化を図るとともに、施設の整

備等を支援します。
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＜事業の背景・内容＞

○福島県における原子力災害対応の拠点である原子力災害現
地対策本部は、本来の拠点である大熊町の建物（オフサイト
センター）が東日本大震災で被災し使用不可能となったため、
福島市にある県自治会館を暫定的に使用し、住民支援等の
業務に当たっています。

○現地対策本部の拠点となるオフサイトセンターを浜通り地方
の南北二カ所に再建し、帰還支援等の円滑な実施や帰還後
の安全・安心の確保を図ることで、福島県の復興を支援しま
す。（平成２５年度予算で南側の拠点として楢葉町に建設中。
平成２６年度予算案では北側の拠点として南相馬市に建
設するための経費を計上。）

＜事業の内容・実施項目＞

○オフサイトセンターの建設費を福島県に交付します。
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